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JOC 加盟団体 御中 
 

（公財）⽇本オリンピック委員会 
 

 
「各種スポーツイベントの開催に関する考え⽅について」（令和２年２⽉２６⽇スポーツ庁
事務連絡）を受けての JOC としての対応⽅針等について 
 

昨⽇、スポーツ庁より添付のとおり、各種スポーツイベントの開催についての協⼒要請が
ありました。事務連絡では、「これから１，２週間が急速な拡⼤に進むか、収束できるかの
瀬⼾際」であり、「様々なスポーツイベントのうち、多数の⽅が集まるような全国的なスポ
ーツイベントについては、⼤規模な感染リスクがあることを勘案し、今後２週間以内に予定
されているものについて、中⽌、延期または規模縮⼩等の対応」を要請されています。 

スポーツ界としても新型コロナウイルス感染症の収束に向けて最⼤限の協⼒をすること
が必要であることから、また、感染拡⼤防⽌に加え、東京⼤会を控えたこの時期にアスリー
トや指導者の感染予防にはより⼀層の注意を払う必要があることから、JOC としては当⾯、
別記のとおり対応することとしましたので、参考として送付させていただきます。 

加盟団体におかれましては、それぞれの状況を踏まえ、適切にご対応いただきますようよ
ろしくお願いいたします。 

なお、選⼿強化 NF 事業における、新型コロナウイルス感染症の影響に基づき発⽣するキ
ャンセル等の経費の取り扱いについては、２⽉２６⽇付ですでにお知らせしているとおり、
別紙１をご確認ください。また、新型コロナウイルス感染症対策については、政府・競技団
体間のネットワークが設けられ、対応等について疑義がある場合には JOC を通じて照会を
することとなっておりますので、ご不明な点等ありましたらご活⽤ください。 
 
 

本件問い合わせ先 
（JOC の対応⽅針に関すること） 

JOC 総務部   電話：03-6910-5951；メール：y-iwakami@joc.or.jp 
（政府・競技団体ネットワークに関すること） 

JOC 強化第⼀部 電話：03-6910-5957；メール：k-kasahara@joc.or.jp 
JOC 強化第⼆部 電話：03-5963-0400；メール：y-nakamori@joc.or.jp 

  



 
記 

 
１． JOC 主催のイベント等について 

 JOC 主催のイベントで⼀般の⽅を含む多数の⽅が集まるイベントについては３⽉
１５⽇までのものはすべて中⽌とする。（別⽇に実施するかどうかはイベントごと
に判断。） 

 オリンピック教室等派遣型の事業や共催事業については、共催者、受⼊れ先等とも
協議のうえ個々に検討し判断する。 

 ３⽉１５⽇以降開催予定のものについては新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤
の状況等を踏まえ、判断する。 
 

２． JOC 主催の会議について 
 業務遂⾏上必要なものは予防策（⼿洗い、うがい、アルコール消毒、マスク着⽤等）

を講じた上で実施する。 
 緊急性のないもの、情報提供のみでメールで代替できるものについては個別に判

断し、3 ⽉ 15 ⽇までは開催しない。 
 ３⽉１５⽇以降開催予定のものについては新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤

の状況等を踏まえ、判断する。 
 アスリート並びに⽇常的にアスリートに接している指導者等の出席を予定してい

るものについてはその必要性等を個々に検討し、判断する。 
 プレス取材の可否や取材⽅法については会議の出席者、場所等を踏まえ、個々に判

断する。 
 
３． NTC での会議等について 

 アスリートや指導者等への新型コロナウイルス感染症感染防⽌の観点から、NTC
で開催を予定している会議等については場所を変更し、原則として NTC では開催
しない。 

 NTC で JOC が実施する事業については、３⽉１５⽇まで原則取材を受けない。 
 ３⽉１６⽇以降実施予定のものについては新型コロナウイルスの感染拡⼤の状況

等を踏まえ、改めて判断する。 
 

４． JOC 事務局内の対応 
 別紙２のとおり 

 
５． ⽇本オリンピック・ミュージアムについて 

 国⽴の美術館・博物館については政府から閉館の要請があったことを踏まえ、２
⽉２７⽇（⾦）から３⽉１５⽇（⽇）までは臨時休館とする。 



別紙１ 

 

新型コロナウイルスの感染症の影響による選⼿強化 NF 事業の取り扱いについて 

 

○ 予定していた選⼿強化 NF 事業が、新型コロナウイルス感染症の影響により、

変更、キャンセルとなり、それに伴って発⽣した経費は、理由書をつけていた

だくことで対象経費とする。 

○ 新型コロナウイルスの影響により事業⾃体が中⽌となった場合も、理由書を添

付することで、既に⼿配していた渡航費や宿泊費等のキャンセル料（キャンセ

ルの⼿続きを完了したうえで）は対象経費とする。 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、予定していた事業が未実施となった

場合や予算が余ることによる評価ランクへの影響はない。 

 

 

 


